
 

 
 
 
 
 
 

新潟国際情報大学 
自己評価報告書 

[日本高等教育評価機構] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 19年 7月 
新潟国際情報大学 

 
 
 
 

 
 



新潟国際情報大学 

 

 
                                目 次 

 
Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命･目的、大学の個性・特色等 ・・  p.1 
  
 
Ⅱ．新潟国際情報大学の沿革と現況・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.4 
  
 
Ⅲ．「基準」ごとの自己評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.6 
 
   基準１． 建学の精神・大学の基本理念及び使命・目的・・・・・   p.6 
 
   基準２．  教育研究組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.10 
 
   基準３． 教育課程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.19 
 
   基準４． 学生・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.33 
 
   基準５． 教員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.49 
 
   基準６． 職員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.60 
 
   基準７． 管理運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.65 
 
   基準８． 財務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.70 
 

   基準９． 教育研究環境・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.78 
 

   基準１０．社会連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.86 
 

   基準１１．社会的責務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  p.93 
 
 
 
 
 
 
 



新潟国際情報大学 

- 1 - 

Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命･目的、大学の個性・特色等 
 
１．建学の精神・大学の理念 
 新潟国際情報大学（以下、「本学」という。）設立発起人代表の小澤辰男（初代理事長、

元衆議院議員）は「教育は国の基」との考えから、新潟市が環日本海の拠点都市を目指す

ための必須条件の一つとして、国際化時代に対応できる人間を育成することである、との

信念を基本に、初代学長となった内山秀夫の「自主性を重んじ、公共性を高める」（私立学

校法第 1条）との思いを重ねあわせ、大学設立に向け建学の精神を定めた。 
・建学の精神 
 ここに集う私たちは 
（1）平和の理想を高く掲げ、平和への意思をみがく人間であることを信ずる。 
（2）その理想と意思は、国境を越えた人類愛と開かれた知性によって支えられるこ

とを信ずる。 
（3）その人類愛と知性は、歴史を創造する事業に参加する私たちの責任に属するこ

とを信ずる。 
 この建学の精神を基に、大学の基本理念として以下を定めた。 
・大学の理念 
（1）日本文化と異文化との違いを理解し、国や地域を越えて情報文化に貢献できる

人材を育成する。 
（2）情報社会を先導し、国・地域・人間の文化を尊重しつつ、国や地域を越えて人

類の福祉向上に貢献する。 
 こうした建学の精神、基本理念を核として、まちがいなく訪れる本格的な国際化・情報

化時代に対応すべく、新潟県、新潟市が環日本海諸国との交流の歴史の中で培ってきた地

理的・文化的特殊性を活かしながら、日本海側の中核都市として発展していくことに貢献

できる人材及び地域文化の向上に寄与する人材を育成するために本学が設立された。すな

わち、（1）新潟の地が中国、朝鮮半島、極東ロシアに近接し、米国やカナダと関係が深い
ことから、わが国とこれらの国々との社会・文化交流の中で活躍できる人物を育成する、

（2）グローバルに構築され、利用されつつある、進歩の目覚しい情報システムの知識と
技術を習得し、この能力を社会のために役立たせ得る人物を育成する、という二つの目的

を持って、平成 6(1994)年 4 月に開学した。私立大学ではあるが、創設資金の主たるとこ
ろは新潟市（1/2）及び新潟県（1/4）によるものであり、地域全体の公共的意志に支えら
れて設立された大学である。 
 開学 14 年目を迎えた現在も、武藤輝一理事長（学長兼務）のリーダーシップのもと、
この建学の精神・基本理念を継承しつつ、加えて心温かく、人間性豊かな社会人を育てる

べく、教養教育にも力を注いでいる。 
 
２．使命・目的 
 本学は前述の建学の精神・基本理念を踏まえ、学則第 1章第 2条に本学の目的を以下の
ように規定している。 
（1）新潟国際情報大学は、教育基本法及び学校教育法に従い、その精神に則り、学校教
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育を行うことを目的とする。 
（2）本学は、日本文化の理解の上に立ち、国際的視野のもと、情報文化の発展に貢献で
きる有為の人材たらんとする意欲あふるる青年を教育し、健全な心身を持つ、個性豊

かな人間形成に資するを使命とする。 
（3）本学は自由主義・民主主義を重んじ、平和を希求し、和衷協同の精神を根本として
運営される。 

 これら目的の設定の基礎となった開学の趣旨は、以下のとおりである。 
 本学は、人類の理想であり、現代世界の構造変化の機軸概念でもある、「平和」を奉じ、

そのための日本及び日本人の貢献に資する有為な青年、人材の要請を目的として開学され、

同時に、新潟地区における高等教育の普及要請に応ずべき責務を本学は有している。した

がって、同地区における青年、社会人を含む、学問・知識を求める人々に広く開放すべく

努力するのであって、その意味でコミュニティ大学の性格を強く持っている。 
 こうした外在的・内在的要請に対応して、本学は、国際化・情報化・地域化の 3つの教
育原理を基礎に据え、学部･学科の目標が定められている。 
 情報文化学部：本学には情報文化学部の 1学部があり、世界文化としての情報文化の意
味を理解し、情報文化の創造と発展に貢献することのできる人材を育成することを目的と

している。本学部には、情報文化学科と情報システム学科の 2学科がある。大学の理念に
関連して総合的判断力、表現能力、合理的思考力を身につけるための科目、すなわち専門

領域に進む前提として学ぶべき科目を「基礎科目」として位置づけている。また、それぞ

れの学科の専門領域を学ぶための土台となる科目からなる「共通科目」があり、国際関連

科目と情報関連科目に大別される。いずれの学科の学生も、「基礎科目」「共通科目」とも

一定以上の単位の修得が義務付けられている。更に、学生が自己認識と将来の目標を容易

に確認できるよう「キャリア開発」「インターンシップ」「学外実習」の科目を設け、学生

個々のキャリア（人生）設計をサポートしている。学生と教員とが直接話し合いながら講

義を進めていく少人数教育は、授業そのものの理解度を高めるほか、コミニュケーション

能力を高める等、人間形成のための重要な教育手法と考え実施している。 
 情報文化学科：北東アジア（ロシア、中国、韓国・朝鮮）やアメリカを含むアジア太平

洋地域をはじめとする世界への理解を深めるとともに、国際社会の諸問題や地球的問題群

への認識をもって積極的に国際社会に参加できる人材を育成する。また、国際化時代の高

度教養教育という観点から、実践的英語（聞く、話す、読む、書く）を全学生必修とする

ほか、「専門科目」では、英語、中国語、韓国語、ロシア語のいずれかの言語を学び、それ

に基づいた異文化理解と国際理解を深めるために必要な科目によって構成されている。加

えて、各国の提携大学に半期（4ヶ月）留学して単位を修得できる制度が整備されている。 
 情報システム学科：情報システムの企画・設計・開発・運用に携わり、あるいはそれを

活用することで、情報社会の建設に貢献できる情報人を育成する。体験的学習の重視と少

人数教育による演習の実施、地域社会・地域産業との連携の下での現実に立脚した教育、

自主的な学習プランの作成などによる自発的学習意欲の涵養を特色としている。「専門科

目」は、主に情報とシステム、人間と社会、経営と組織、コンピュータと通信、論理と数

理の 5分野によって構成されている。英語を全学生必修とするほか、カナダの提携大学に
おいて、情報英語の実践教育や情報産業企業見学・コンピュータ演習・講義を受講し（夏
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期 5週間）、単位を修得できる制度が整備されている。 
 
３．大学の個性・特色等 
 地域と共に歩み、時代の要請に対応し、新しい歴史を創造する。これを本学設立の基本

姿勢とした、わが国初の「情報文化学部」構想は、既存の大学の常識を打ち破る新しい構

想の大学であった。日本文化の深い理解の上にたった新しい世界文化ともいえる「情報文

化」の創造と発展を期するものだった。 
 総合的判断力、表現能力、合理的思考力を養う基礎科目、更に異文化理解、情報対応能

力、国際的視野を身に付ける共通科目など、理系・文系といった既成の枠組みにとらわれ

ない教育・研究を行うユニークな学部学科共通教育課程が編成されている。グローバルな

情報文化を基盤とし、より深く専門的な領域について学ぶことができることが大きな特色

といえる。 
 本学は 1学部（情報文化学部）、2学科（情報文化学科、情報システム学科）で構成され
る収容定員 1,000人の小規模校であり、地元新潟県からの入学生が 95%を越える極めて地
域に根ざした大学である。前述したように、地域の要請に応え国際化・情報化に対応でき

る人材の育成を目標に設立された大学であり、平成 6(1994)年 4 月開学以来、定員の確保
は継続されており、地元高校生の進学先として一定の評価を得ているものと考えられる。 
 大学の立地環境の特性を活かした言語教育・異文化教育や留学制度も、本学の特色ある

教育と言える。基準 3教育課程に詳細を記すが、対岸諸国（ロシア、中国、韓国、アメリ
カ、カナダ）に提携校を有し、それぞれの言語や地域を学び、半期（4ヶ月）、または夏期
5 週間の留学を経て、4 年間で卒業できる海外派遣留学制度を整備している。この制度を
利用して留学するもの、語学に関する資格試験に合格したもの、情報システムに関する種々

の資格試験に合格したものなどに奨学金が給付されている。 
 また、学外実習（情報システム学科）は、開学時より準備を進め商工会議所等を通じ企

業、団体から予め研修の内諾を得て、第一回生が 3年次に進んだ夏から実施しており、特
に情報システムの運用を実地で学ぶことにより、その後のより専門的な学習に繋げるため

の大きな役割を担っている。 
 情報文化学科では、専任教員 18 人中には外国籍の教員４人（中国国籍、韓国国籍、ロ
シア国籍、アメリカ合衆国国籍各 1人）と、CEP（Communicative English Program）
インストラクター2人（カナダ国籍、アメリカ合衆国国籍各 1 人）を配置し、国際化教育
に力を注いでいる。情報システム学科では、専任教員 22人中実務経験を有する教員が 14
人おり、情報システムの開発や利・活用状況など実際に即した教育が行われている。 
 少人数教育も本学の特徴のひとつであり、学生と教員との距離が近く、常にコミュニケ

ーションが密に図られている。 
 また、演習等では、ひとり 1台 PC（パソコン）が利用できるよう、IT環境も充実して
いる。学内どこでも無線 LAN によりインターネット接続が可能であり、授業以外でもレ
ポート作成や情報収集など、いつでも自由に利用できるよう整備されている。 
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Ⅱ．新潟国際情報大学の沿革と現況   
   
１．本学の沿革 
・平成 2(1990)年 7月 ：新潟国際情報大学（仮称）設立準備委員会発足。 
・平成 2(1990)年 12月 ：新潟県、新潟市の協力が決まる。 
            大学設置の場所を新潟市西端・赤塚地区が候補地となる。 
・平成 3(1991)年 2月 ：カリキュラム検討委員会設置。 
・平成 3(1991)年 12月 ：財団法人「新潟国際情報大学設立準備財団」が認可。 
・平成 5(1993)年 12月：学校法人新潟平成学院寄附行為及び新潟国際情報大学設置認可。 

定員・情報文化学部 250人。 
・平成 6(1994)年 4月 ：新潟国際情報大学開学（学長：内山秀夫）。 
   7日に第１回入学式。 
    340人（情報文化学科 134人、情報システム学科 206人）入学。 
・平成 6(1994)年 6月 ：8 日に竣工・開学記念式典を挙行し、この日を開学記念日と定
   める。 
・平成 8(1996)年 3月 ：初の学生海外研修結団式。中国、韓国、ロシア、アメリカの 
            4コースに両学科より 63人が参加。 
・平成 8(1996)年 11月 ：第 1回企業就職懇談会開催。 
・平成 10(1998)年 3月 ：第 1回卒業式（295人）。 
・平成 10(1998)年 4月 ：学長 小澤辰男就任。 
・平成 12(2000)年 1月 ：大学入試センター試験利用入学試験を導入。 
・平成 12(2000)年 4月 ：学長 武藤輝一就任。 
・平成 12(2000)年 4月 ：第 1回教育課程改定。北京師範大学（中国）と交流協定調印。 
・平成 12(2000)年 8月 ：アルバータ大学（カナダ）と交流協定調印。 
  海外夏期セミナー；アルバータ大学（5週間） 
・平成 12(2000)年 9月 ：海外派遣留学パイロットプログラムの実施。 
  北京師範大学（中国）（半期 4ヶ月）。 
・平成 12(2000)年 11月：極東国立総合大学（ロシア）との交流協定調印。 
・平成 13(2001)年 1月 ：ノースウエスト・ミズーリ州立大学（アメリカ）との交流協定
  調印。 
・平成 13(2001)年 4月 ：慶熙大学国際教育院（韓国）との交流協定調印。 
・平成 13(2001)年 8月 ：第１回派遣留学実施。北京師範大学、極東国立総合大学、慶熙 

大学国際教育院（半期 4ヶ月）。 
            ノースウエスト・ミズーリ州立大学（5週間）。 
・平成 14(2002)年 4月 ：新潟大学人文学部、敬和学園大学人文学部、本学間において 
  単位互換協定を結び、相互に特別聴講学生の受け入れを開始。 
・平成 15(2003)年 4月 ：新潟大学経済学部、新潟経営大学経営情報学部、新潟産業大学
  経済学部、本学間において単位互換協定を結び、相互に特別聴

  講学生の受け入れを開始。 
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・平成 15(2003)年 6月 ：新潟市中心部の銀行本店跡地･建物を取得・改修、新潟国際情 
            報大学新潟中央キャンパスとして開校。 
  本校情報センター棟増築（情報閲覧室拡張、国際交流センター

  新設）。 
・平成 15(2003)年 6月 ：創立 10 周年を記念し、講演会、学術シンポジウム、記念式典
  開催。 
    新潟国際情報大学エクステンションセンターを新潟中央キャ

  ンパス内に設置。従来の生涯教育・学習の場をここに移し、 
  プログラムを拡大･充実して積極的に活動を展開。 
・平成 17(2005)年 4月 ：第 2回教育課程改定。 
・平成 18(2006)年 8月 ：ノースウエスト・ミズーリ州立大学への派遣留学期間を 5週間
  から半期（4ヶ月）に延長。 

 
 

２．本学の現況 
〔大学名〕新潟国際情報大学 
〔所在地〕本      校：新潟市西区みずき野 3丁目 1番 1号 
     新潟中央ｷｬﾝﾊﾟｽ：新潟市中央区上大川前通 7番町 1169 
〔学部構成〕情報文化学部（情報文化学科、情報システム学科） 
〔学士課程〕 
・学部及び学生数（平成 19(2007)年 5月 1日現在） 

学部 学科 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 
情報文化学科 126 127 121 141 

情報文化学部 
情報ｼｽﾃﾑ学科 196 190 183 197 

 
・教員数（平成 19(2007)年 5月 1日現在） 

専任教員数 
学部・学科 

教授 准教授 講師 計 
情報文化学部 
情報文化学科 10 7 1 18 

情報文化学部 
情報ｼｽﾃﾑ学科 13 4 5 22 

 
・職員数（平成 19(2007)年 5月 1日現在） 

 正職員 嘱託 パート 
（ｱﾙﾊﾞｲﾄ含む） 派遣 合計 

人数 24 6 1 0 31 
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Ⅲ．「基準」ごとの自己評価 
 
基準１．建学の精神・大学の基本理念及び使命・目的 
 
１－１．建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されていること。 
≪１－１の視点≫ 
１－１－① 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されているか。 
 
(1) １－１の事実の説明（現状） 
 本学は、低迷する新潟県内の大学進学率（平成 5(1993)年 4 月時点で全国都道府県の中
で下位から数えて 2 位であった。）を向上し教育環境を改善する目的で、新潟県、新潟市
をはじめとする地元市町村、新潟市民、新潟県内外の経済界の支援を受けて平成 6(1994)
年 4月に開学した。1学部 2学科の小規模な私立大学ではあるが、地域全体の公共的意思
に支えられて設立された大学である。 
 「国際化・情報化時代の到来を迎え、新潟県、新潟市が環日本海諸国との交流と歴史の

中で培ってきた地理的・文化的特殊性を生かしながら、日本海側の中枢地域、中枢都市と

して発展してくことに貢献するため、国際化・情報化に対応できる人材及び地域文化の向

上に寄与する人材の育成を目的として設置する。」とした設置理念、建学の精神を踏まえ、

「情報社会を先導し、国・地域・人間の文化を尊重しつつ、国や地域を越えて、人類の福

祉向上に貢献する。」を大学の基本理念とした。地域と共に歩み、時代の要請に対応し、新

しい歴史を創造することを基本姿勢としている。 
 この基本理念は、平成 6(1994)年 5 月、当時の本学学長と情報文化学部長によって本学
研究報告 NUIS レポート第 1 号「新潟国際情報大学--設立の理念と教育の特色--」にまと
められ、設立時に教育界や実務界など多方面から集まった教職員に周知され、本学の使命

の共通認識が形成された。（開学当時、研究紀要がまだ発刊されていなかったため、NUIS
レポートにまとめられた。） 
 開学時からしばらくは、大学案内には上記の基本理念がそのまま掲載され、学外へも周

知されてきた。しかし、世の中の国際化と情報化の急速な進展に伴い、学際領域である「情

報文化」、「情報システム」という言葉の意味を正しく理解してもらう必要から、本学の理

念と教育目標がより明確になるように、従来の表現に下記の具体的な表現を付け加えた「建

学の理念」を現在は大学案内に掲載している。 
 「今、人類は国境や地域、そこに根づいた文化の違いを大切にしながらも、よりグロー

バルな価値観のもとに情報ネットワークを形成しつつある。そのつながりを人類の共存・

共生のための真の絆とするために、新潟国際情報大学は開学された。日本文化と異文化と

の違いを理解し、国や地域を越えて情報文化に貢献できる人材を育成する。情報社会を先

導し、国・地域・人間の文化を尊重しつつ、国や地域を越えて人類の福祉向上に貢献する。」 
 また、本学の HP（ホームページ）にも同一内容の大学の基本理念を掲載して学内外へ
の周知を図っている。「新潟国際情報大学の現状と課題」平成 14(2002)年度自己点検・評
価報告書（平成 15(2003)年 3月）及び本学 10年史（平成 16(2004)年 3月）においても、
建学の精神・大学の基本理念を掲載している 
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(2) １－１の自己評価 
 建学の精神・大学の理念は、不動のものとして学内外の周知は必要であるが、独善的にな

ってはいけない。特に、学外においては具体的に理解されていることが大切である。本学に

入学を希望する高校生、送り出す高校、父母に向けて正しいメッセージを送る努力が不可欠

であると考えて、大学案内の見直しを重視してきたのは評価できる。 
 一方、具体化した内容のみを重視し続けると、元来の基本理念から次第にずれてしまう

問題もある。特に、学内では当初基本理念を明記した報告書を発行することで基本理念の

徹底がはかられたが、開学以降 13 年が過ぎ、教職員の入れ替えが進んだ今日、学内への
基本理念の周知に若干の不充分さが見受けられる。   
 
(3) １－１の改善・向上方策（将来計画） 
 大学案内、本学HP上の広報については、現状を維持しつつ更なる充実を図る。在学生、
教職員へは「学生便覧」や学報「国際・情報」の見直しを進めるとともに、年度初めの学

年別履修ガイダンス等を通じてその周知を図る。 
 また、高校生へ向けてもオープンキャンパスや大学説明会、教職員による高校訪問、総

合学習を利用した大学見学会などの機会を活かして、本学の建学の精神や理念を正しく理

解してもらえるよう広報内容を更に工夫していく。 
 
 
１－２．大学の使命・目的が明確に定められ、かつ学内外に周知されていること。 
≪１－２の視点≫ 
１－２－① 建学の精神・大学の基本理念を踏まえた、大学の使命・目的が明確に定めら 
      れているか。 
１－２－② 大学の使命・目的が学生及び教職員に周知されているか。 
１－２－③ 大学の使命・目的が学内外に公表されているか。  
 
(1) １－２の事実の説明（現状） 
 大学の建学の精神・基本理念を踏まえた大学の使命・目的は、「日本文化の理解の上に立

ち、国際的視野のもと、情報文化の発展に貢献できる有為の人材たらんとする意欲あふる

る青年を教育し、健全な心身を持つ、個性豊かな人間形成に資するを使命とする。」である。

その使命・目的のもと、「世界文化としてのその情報文化の意味を理解し、その創造と発展

に貢献することのできる人材を育成する。」を目標とした情報文化学部が設置され、この世

界文化としての情報文化を創造するために 2つの学科、情報文化学科と情報システム学科
が置かれた。 
 情報文化学科は、地域に根ざし、国際化時代に適応した人材の育成を目的とする。具体

的には、北東アジア（ロシア、中国、韓国・朝鮮）やアメリカを含むアジア太平洋地域を

はじめとする世界への理解を深めて、日本文化と異文化に対する正しい評価を身につける

とともに、国際社会の諸問題や地球的問題群への認識をもって、積極的に国際社会に参加

できる人材を養成する。 
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 情報システム学科は、情報文化についての認識を備えた上で、情報技術を駆使し新たな

社会の仕組み、すなわち社会的なシステムとしての情報システムを突き詰めていく。その

ために情報システムの企画・設計・開発・運用に携わり、あるいはそれを活用することを

通じて、ありうるべき情報社会の建設に貢献できる人材を育成することを目的とする。 
 このように、大学の理念を踏まえた使命・目的に沿った明確な教育目標をもつ学部・学

科が設置されている。換言すれば、建学の精神・大学の基本理念を踏まえた、大学の使命・

目的が明確に定められていることになる。 
 この大学の使命・目的は、新潟国際情報大学学則第 2条（目的）に明記して学内外に公
表している。また、同様の内容を本学HPにも掲載して公表している。  
 ただし、大学が掲げる基本理念や使命・目的などは、従来の表現では学外の人、特に高

校生には理解が容易ではない。したがって、大学案内やHPでは本学の理念や使命・目的
を正しく理解してもらうために、国際化・情報化が急速に進展する今日の情報社会の中で、

本学の目指すところをより具体的に解説して掲載している。 
 入学式の学長告辞や入学時ガイダンスにおいても、分かりやすい内容で本学の使命・目

的の主旨が学生に口頭で伝達されるだけではなく、学報「国際・情報」に入学式の学長告

辞を掲載して学生及び教職員全員に配布している。 
 また、１－１で述べた、本学研究報告 NUISレポート第 1号「新潟国際情報大学--設立
の理念と教育の特色--」、「新潟国際情報大学の現状と課題」平成 14(2002)年度自己点検・
評価報告書（平成 15(2003)年 3月）及び本学 10年史（平成 16(2004)年 3月）にも大学の
基本理念に関連して本学の使命・目的を明記し、教職員をはじめ学内外に周知している。 
 
(2) １－２の自己評価 
 １－１と同様に、学外においては学部、学科の教育目的が具体的に理解されていること

が大切であり、入学を希望する高校生や父母に向けて正しく理解してもらえる努力が不可

欠である。この観点から、毎年入学時に新入生にアンケート調査を実施し、その結果を大

学案内などの内容に反映している。また、卒業時にもアンケート調査を実施して、教育目

標に沿った教育ができているかを評価し、教育課程の見直しに役立てている。更に、卒業

生が就職した企業へのアンケート調査も実施し、社会ニーズから見た本学の教育目標の妥

当性を評価している。 
  
(3) １－２の改善・向上方策（将来計画） 
 本学では、学生のためのキャリア開発プログラムが整備されており、1 年次に行われる
キャリア開発ガイダンス、2～3年次授業のキャリア開発 1、2、及び 3 年次のインターン
シップ、学外実習の事前ガイダンス（説明会）を活用して、進路指導に加えて本学の使命・

目的についても認識を深めてもらうよう工夫する。一方、大学の使命・目的が的確に学内

外に周知されているかを判断するために、今後とも各種のアンケート調査の実施を継続し、

学部及び学科の教育目的が明確に理解されているかの評価を行っていく。また、大学案内、

HP、学生便覧、学報「国際・情報」などの内容を更に充実させ、高校生や父母を含めた学
外者により理解されやすいように広報を工夫する。 
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〔基準１の自己評価〕 
 本学は、新潟県内の高校生の大学への進学率の向上、国際化・情報化時代への対応、環

日本海（アジア）時代の到来など、教育環境の改善や時代が求める人材の育成を目的に、

県民の強い要請を受けて、新潟県、地元市町村、経済界の多大な支援により設立された大

学であり、当初より行政、マスメディア及び本学独自の大学案内などにより、建学の精神

や大学の理念は学内外に広く示されてきたと評価できる。 
 開学以降 13 年経過した今日も、大学案内、HP 等で大学の理念、目的を示しているが、
従来の言葉や表現方法では高校生や父母には理解し難くなっており、より具体的な表現を

加えて示している。 
 また、教職員の中で開学当初からの者は本学の精神や理念を熟知しているが、その後の

採用者に対しては、規程や学則によって周知しているものの徹底には若干不充分かと思わ

れ る。 
 
〔基準１の改善・向上方策（将来計画）〕 
 建学の精神、大学の理念、目的・使命は大学の基本であり、今後も積極的に学内外に周

知しなければならない。手段としては、これまでどおり大学案内、HP、学報「国際・情報」、
学生便覧などが主となるが、唯我独尊とならないよう、時代の変化に合わせて高校生や父

母に理解されやすい言葉や表現を用いて、より具体的に示すよう工夫する。 
 また、学生アンケート調査の結果をふまえ、キャリア開発ガイダンスなどを通じて在学

生にも精神や理念及び目的・使命について理解を深めるよう努める。 
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基準２． 教育研究組織 
 
２－１．教育研究の基本的な組織（学部、学科、研究科、付属機関等）が、大学の使命・ 
    目的を達成すたるめの組織として適切に構成され、かつ、各組織相互の適切な関 
    連性が保たれていること。 
≪２－１の視点≫ 
２－１－① 教育研究上の目的を達成するために必要な学部、学科、研究科、付属機関等 
      の教育研究組織が、適切な規模、構成を有しているか。 
２－１－② 教育研究の基本的な組織（学部、学科、研究科、付属機関等）が教育研究上 
      の目的に照らして、それぞれ相互に適切な関連性を保っているか。 
 
(1) ２－１の事実の説明（現状） 
 「世界文化としての情報文化の意味を理解し、情報文化の創造と発展に貢献することの

できる人材を育成する」という情報文化学部の目的に沿って、情報文化学科と情報システ

ム学科の 2学科を設置した。 
 情報文化学科は、地域に根ざし、国際化時代に適応した人材の育成を目的とする。具体

的には、北東アジア（ロシア、中国、韓国・朝鮮）やアメリカを含むアジア太平洋地域を

はじめとする世界への理解を深めて、日本文化と異文化に対する正しい評価を身につける

とともに、国際社会の諸問題や地球的問題群への認識をもって、積極的に国際社会に参加

できる人材を養成する。 
 他方、情報システム学科では、情報文化についての認識を備えた上で、情報技術を駆使

し新たな社会の仕組み、すなわち社会的なシステムとして情報システムを追求する。その

ために情報システムの企画・設計・開発・運用に携わり、あるいはそれを活用することを

通じて、ありうるべき情報社会の建設に貢献できる人材を育成することを情報システム学

科の目的とする。  
 このように教育研究の基本的な組織として、大学の理念を踏まえた明確な教育目標・目

的を有する情報文化学部に情報文化学科・情報システム学科を平成 6(1994)年 4 月の開学
以来組織している。 
 学生の入学定員と収容定員及び在籍学生数と専任教員数の概要を表 2-1-1に示す。 
 
          表 2-1-1  入学定員及び在籍学生数、専任教員数 
                        （平成 19(2007)年 5月 1日現在） 

学部 学科 入学定員数 収容定員数 在籍学生数 専任教員数 

情報文化学科 100 400   515    18 

情報システム学科 150 600   766    22 情報文化学部 

計 250 1,000   1,281    40 

                         

 

 また、本学は本校キャンパス（新潟市西区みずき野）と新潟中央キャンパス（新潟市中

央区上大川前通）の 2つのキャンパスを有するが、学部学生に対する教育は主として本校
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キャンパスで開講している。表 2-1-2に校地・校舎面積の概要を示す。 
 

            表 2-1-2 校地・校舎面積の概要 
                    （平成 19(2007)年 5月 1日現在） 
 
 
 
 
 
 教育に係る付属施設として、情報センターと国際交流センターを設置している。情報セ

ンターには、大学図書館としての情報閲覧室(2,000 ㎡）があって、約 89,000 冊の図書を
保管して貸出業務を行うとともに、教員、学生の要望に沿って年間約 6,000冊の図書を補
強している。 
 本校キャンパスの情報センターには、パソコンを使用した情報教育と CALL(Computer 
Assisted Language Learning)システムを使用した語学教育のためのマルチメディア教室
（9教室中 CALLシステムは 2教室）、及び PCを利用する講義科目に対応するため PCを
配置した一般教室 1 教室があり、情報センターは、LANに接続された約 500 台のパソコ
ンと、教室、事務局、研究室を含めて大学全体のネットワークシステムの運用整備業務を

担っている。教室以外にも、情報センターの通路の一区画に「なび広場」と称する区画を

設けて 30 台のパソコンを配置し、学生が自習など授業時間以外にも自由にパソコンを利
用できる環境を整備している。更に、新潟中央キャンパスにも情報システム学科の 4年次
卒業研究ゼミやエクステンションセンターの講座に使用される約 140台のパソコンが設置
され、当該キャンパス内と本校キャンパス間の高速ネットワークシステムも情報センター

によって運用整備されている。    
 国際交流センターは、留学支援や語学学習、国際理解などの国際交流活動の実践の場と

して設置され、712㎡の居室スペースの中に、セミナールーム（2室）、ミーティングルー
ム（2 室）と、共通スペースとして国際交流スペースなどが配置されていて、授業や各年
次の「国際研究ゼミ」、「卒業研究ゼミ」及び学生の自主的学習の場として利用されている。 
 学科間の関連性はまず、2 つの学科のカリキュラムが共通的に基礎科目、共通科目、専
門科目から構成されていることに見ることができる。すなわち、基礎科目は両学科で一体

化して配置し、共通科目に関しては、情報文化学科からは国際化に係わる科目を、情報シ

ステム学科からは情報化に係わる科目を提供し、学生は所属しない学科の科目を学習する

ことが要求される。国際化に貢献する人材を養成する情報文化学科と、情報化に貢献する

人材を養成する情報システム学科は、それぞれの独自の専門領域を持つ。専門科目に関し

ても、制約はあるが他学科の専門科目を卒業要件の単位数に組み込むことができる。 
 学部学科の運営としては、情報文化学科、情報システム学科とも月 2回各学科の全教員
参加の学科会が開催され、学科内全体の調整が図られる。更に、それぞれの学科内には個

別事案ごとに学科内委員会あるいは検討グループが設けられていて、担当する事案を検討

整理して学科会に諮っている。学科間あるいは学部に係わる事案は、大学内及び学部内の

関係委員会の検討を経て、全教員をメンバーとする教授会で審議され決定される。 

キャンパス名称 校地面積（㎡） 校舎面積（㎡） 

本校キャンパス     78,464     15,898     

新潟中央キャンパス   2,250     8,635     

設置基準上必要面積 10,000     5,619     
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 情報センターと国際交流センターは、学生の教育や教員の研究活動を支援するために、

通常は事務職員によって日常的な運用が行われている。学部、学科とは情報センター運営

委員会及び国際交流委員会を通して円滑で適切な関連性が保たれている。情報センター運

営委員会は情報センターの管理運営を統括し、情報閲覧室（図書館）に係わる事項を扱う

図書セクターと、情報機器関連やネットワークに係わる事項を扱う教育研究セクターで構

成される。国際交流委員会は、そのひとつの任務として国際交流センターの運営に係わる

事項を扱う。これらの委員会の委員長と委員には、情報文化学科と情報システム学科の教

員があたり、委員会事務局として事務職員が加わっている。委員会は定期的に開催され、

学部や学科からの教育研究上の要望や管理運営上の課題を審議している。 
 
(2) ２－１の自己評価 
 教育研究組織の構成については、適切であると判断している。まず、教育研究の基本的

な組織としての学部学科構成は、平成 6(1994)年 4 月の開学以来変わることなく、大学の
理念を踏まえ明確な教育目標・目的に沿った構成となっている。日本の置かれた現状を鑑

みると、国際化・情報化を担う人材の育成の重要性はますます高くなっている。この点か

らも本学の学部学科構成は適切であると言える。 
 学生の入学定員、収容定員、在籍学生数に関しては、開学以来増減はない。専任教員数

は 40人であり、設置基準上必要な 31人を超えて充当されている。更に、情報文化学科で
は、CEP(Communicative English Program)インストラクター2人が教育に携わっていて、
学生数に対して適切な教員数を配置している。 
 校地・校舎に関しては、開学時は本校キャンパスだけであったが、平成 15(2003)年に開
学 10 周年事業の一環として新潟中央キャンパスを追加取得した。同時期に情報センター
棟を増築して、情報閲覧室（図書館）の利用スペースと収容可能図書数を拡充した。併せ

て、情報閲覧室（図書館）の 2階部分に国際交流センターを新設した。授業の大部分が従
来とおり本校キャンパスで行われているが、収容学生数に増減がないことから校地・校舎

面積は適切な規模である。 
 情報文化学部の 2つの学科間には、教育課程に関しても、日々の運営に関しても適切な
関連性がある。教育課程に関しては、国際化と情報化を情報文化の両輪としてとらえて基

礎科目は一体化して配置し、共通科目は国際化と情報化双方の科目を必ず学習するように

配置した。 
 また、月 2回開催の学科会、月 1回開催の教授会を通して、学部運営並びに双方の学科
運営の整合を図っている。教授会と学科会の日程に関しては、前期及び後期の開始時まで

に半年分の日程を予め確定して全員に連絡周知して出席を求めている。教授会、学科会と

も、実績としても欠席する教員は少なく充分に機能している。 
 情報センター・国際交流センターに対する教育研究上の要望や、逆にセンターからの日

常の運営上の課題などは、情報センター運営委員会・国際交流委員会内の審議、あるいは

委員長を通して教授会で審議・報告する体制をとっており、相互に適切な関連性を保って

いる。ただし、情報センター・国際交流センターともに施設及び設備管理上の必要もあっ

て、学生あるいは教員からみて利用面での柔軟性に欠ける面もあるため、今後の検討が必

要である。 
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(3) ２－１の改善・向上方策（将来計画） 
 情報センター及び国際交流センターに関しては、設備管理の必要性と利用面での柔軟性

のバランスを考慮しながら、今後ともより要望に沿えるよう改善を進める。そのひとつと

して、語学学習の支援として情報閲覧室（図書館）内に語学自習室を設けているが、教員

の要望によるグループ学習のための「語学センター」を、国際交流センター内に設置可能

かどうかについて検討を進めている。 
 
 
２－２．人間形成のための教養教育が十分できるような組織上の措置がとられていること。 
≪２－２の視点≫ 
２－２－① 教養教育が十分できるような組織上の措置がとられているか。 
２－２－② 教養教育の運営上の責任体制が確立されているか。 
 
(1) ２－２の事実の説明（現状） 
 情報文化学部における主たる教養教育は、基礎科目と共通科目で実施される。総合的判

断力、表現能力、合理的思考力を身につけるための教養教育として基礎科目を配置し、国

際化・情報化という人材育成の視点からの教養教育として共通科目を配置している。一部

の語学関連科目を除いた基礎科目及び共通科目に関しては、教育課程の改定時にはまずそ

れぞれの学科会で検討し、学部長が主宰するアドホックな「カリキュラム改定委員会」を

設置して学科間の調整や原案を作成し、その原案を教授会で審議決定し実施している。 
 また、情報文化学科では、専門科目の中の演習ゼミナール分類に配置した「基礎演習」、

情報システム学科では、専門科目の中の演習分類に配置した「基礎演習」も、大学におけ

る学びの基礎的な指導を少人数クラスで行う教養教育の科目として、上記の「カリキュラ

ム改定委員会」において、教育目的や教育内容、演習科目としての配置し、1 年間の継続
開講を共通に定めて開講している。 
 それぞれの学科で開講する人間形成のための教養教育として、情報文化学科では「CEP
（基礎科目）」、「情報処理演習（共通科目）」、「国際研究ゼミナール」、海外 4 提携校への
「海外派遣留学制度」があり、情報システム学科では「英語（基礎科目）」、「情報処理演習」、

「卒業研究」、「海外夏期セミナー」がある。これらは専門科目に分類されている科目もあ

るが、その性格上、人間形成のための教養教育の内容も併せ持っている。これらの科目に

関しては、基本的には学科会において教育目的や教育内容が審議され決定されているが、

人事に係る事項や海外との契約に係る事項に関しては、教授会で審議決定している。 
 教養教育の運営上の責任体制として、教養教育に関わる基礎科目、共通科目に関しては

教授会が責任を負う。教養教育に関する科目は、非常勤講師の占める割り合いが高いため

に教員の変動が毎年生じる。このような教員の交代に関しては、後任の候補をそれぞれの

学科会で候補を選定し、人事委員会で適正と判断された候補について教授会で承認をして

いる。 
 教養教育に係る科目の中でもそれぞれの学科で重要視している科目については、更に明

確な責任体制を取っている。両学科の「基礎演習」、情報文化学科の「国際研究ゼミナール」、

情報システム学科の「卒業研究」はすべて専任教員が担当し、情報システム学科の「情報
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処理演習」も基礎クラスを除いてすべて専任教員が担当している。情報文化学科の「情報

処理演習」と情報システム学科の「情報処理演習」の基礎クラスにおいては非常勤講師が

担当するクラスもあるが、これらの演習科目の担当者も兼ねて責任者として情報システム

学科の専任教員が必ず参加している。 
 情報文化学科の「CEP」は、任期制常勤でネイティブスピーカーである CEP インスト
ラクーが担当しているが、この CEP インストラクターの指導と学生の成績評価にはネイ
ティブスピーカーである専任教員が責任を負っている。 
 情報システム学科の「英語」は、その大半を非常勤講師に依存しているが、英語教育を

専門とする専任教員（特任教員）が中心となって授業内容の検討やクラス編成を行ってい

る。特任教員は毎年非常勤講師との意見交換をして授業内容の見直しを行っている。この

ように「英語」は特任教員が責任を持って運営しているが、授業内容に変更がある場合に

は学科会で議論して承認する形になっている。 
 
(2) ２－２の自己評価 
 本学では、教養教育を実施するための特別な委員会あるいは組織は設置していないが、

教養教育として配置した基礎科目と共通科目に関しては、学科会及び教授会で充分に審議

して配置している。1 学部 2 学科の小規模構成であるために、教養教育に当たる専任教員
は限られ、基礎科目の約 5割を非常勤講師が担当しているが、教員の任用、交代に関して
も人事委員会と教授会で人事及び教育内容の妥当性について充分に審議している。 
 また、それぞれの学科で重視している教養科目に関しては、専任教員が直接担当するか、

又は責任者として携わって教育内容に目を配れるようにして責任ある運営を行っている。

その結果として、情報文化学科の「CEP」、情報システム学科の「情報処理演習」や「英
語」に関しては、学習習熟度に応じたクラスを編成することができ、習熟度の低い学生に

も指導が行き届くようになって学習効果が向上していると判断する。 
 また、両学科の「基礎演習」、情報文化学科の「国際研究ゼミナール」、情報システム学

科の「卒業研究」に関しては、少人数のクラス編成として専任教員が直接担当する体制を

とることで、きめ細かく継続的な指導を実現している。 
 ただし、新入生の学力低下が懸念される現在、語学以外の教養教育においても学習レベ

ルを考慮した何らかの対応が求められている。情報システム学科では、特に基礎科目に配

置した数学関係の科目での対応が急がれている。 
 
(3) ２－２の改善・向上方策（将来計画） 
 教養教育に関する組織上の措置及び運営上の責任体制に関しては、学科会、教授会を軸

とする現状の体制を維持する。学科として重視している教養科目の教育内容の改善に関し

ては、必要な都度、速やかに学科会で検討していく。例えば、情報文化学科では「基礎演

習」の充実と「海外派遣留学制度」での指導内容の改善に着手し、情報システム学科では、

今年度の新入生に対して高校での数学の習熟度を見る数学リテラシーチェックを行い、そ

の結果を教育方法の改善や教育課程に反映すべく検討を進めている。 
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２－３．教育方針等を形成する組織と意思決定過程が、大学の使命・目的及び学習者の要 
    求に対応できるよう整備され、十分に機能していること。 
≪２－３の視点≫ 
２－３－① 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が適切に整備されているか。 
２－３－② 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が大学の使命・目的及び学習者の 
      要求に対応できるよう十分に機能しているか。 
 
(1) ２－３の事実の説明（現状） 
 本学の教育研究に関わる、常設の意思決定の組織構成を図 2-3-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図 2-3-1  意思決定の組織構成図（平成 19(2007)年 5月 1日現在） 
 
 学長、学部長、学科長、情報センター長、学生部長及び各種委員会委員長は、その職務

の遂行にあたり、協議会、教授会、学科会及び委員会を組織してこれらを主宰し、所轄す

る事項を審議、決定している。 
 協議会は現在、学長、学部長、学科長、情報センター長、学生部長及び事務局長で組織

し、学長が主宰して月 1回定期的に開催されている。協議会は、大学全体の円滑な運営を
図る見地から重要事項を審議し、別に定める協議会規程によって運営されている。 
 教育研究に関わる事項を審議する教授会は、情報文化学部の専任教員全員（特任教員は

除く）で組織し、学部長が主宰する。ただし、専任教員の昇格に係る教授会の構成員は別

に定めている。教授会規程により運営される教授会は、夏季休業中を除いて月 1回開催さ
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れ、採用人事など臨時案件が発生した場合には、学部長が臨時教授会を招集開催する。 
 情報文化学科及び情報システム学科の学科会は、それぞれの学科に所属する専任教員（特

任教員も含めて）で組織し、別に定める大学運営規程によって学科長が主宰して各学科の

教育活動における事項を審議している。学科間あるいは学部、大学全体に係る事項に関し

ては、学科から教授会に提案される。 
 情報センター、学生部、各種委員会は、それぞれ専任教員であるセンター長、学生部長、

委員長が主宰し、それぞれを定める規程によって組織され事務組織と一体になって運営さ

れている。 
 規程に定められた委員会のうち、総合計画委員会、スポーツ施設運営委員会、地域交流

委員会及び教育調査委員会は、現在委員会としての活動を休止している。本学は小規模校

であって教職員数が限られることもあって、教職員の業務負担を軽減して運営の効率化を

図る必要がある。そのため、総合計画委員会の機能は協議会に、スポーツ施設運営委員会

の機能は学生部委員会に、地域交流委員会の機能は広報委員会に、教育調査委員会の機能

は学習指導委員会に組み込んで所掌している。 
 大学の使命・目的及び学生の要求に適切に対応するためには、教育研究活動を担う教授

会、学科会及び学生に直接係る委員会との綿密かつ円滑な連携が不可欠である。学習指導

委員会などそれぞれの学科運営と密接に関係する委員会の活動に関しては、委員会の構成

員が各学科の構成員でもあることから、学科会において委員会からの提案事項が審議され、

また学科の教育方針にかかわる要望などが委員会側に伝えられる。 
 学科会は、教授会及び各種委員会の開催日と事前に調整周知し、原則として月 2回、両
学科会とも同じ日に定期的に開催している。情報文化学科では、学科内の業務を円滑に進

めるため、派遣留学実施委員会、CEP委員会、入学前教育委員会、教育改善検討会などを
設置し、学科会の承認の下に各プロジェクトの企画と活動を行っている。情報システム学

科でも同様に、教育改善委員会をはじめ、学外実習の学生配置や複数教員で開講する演習

科目及び英語教育のまとめ作業などに関して、学科内に作業分担グループを組織し、その

担当教員が責任をもって学科会に企画を提案して速やかに業務を遂行している。 
 
(2) ２－３の自己評価 
 協議会、教授会及び 2つの学科会はそれぞれのスケジュールを調整して定期的に開催す
ることによって、意思決定は遅滞なく適切な時期に各担当組織において行うことができ、

全体として円滑な運営が行われていると判断する。また、学科の構成員による組織横断的

な活動によって、学科及び学部運営と各種委員会が円滑に連携できている。すなわち、各

種委員会の組織と学科、学部との関係も整備され、学部にかかわることは学部長及び委員

会の長が、学科にかかわることは学科長が教授会に提案して学部としての意思決定が円滑

に行われている。 
 教授会、学科会の審議・決定内容は議事録に記録され、教員全員に共有されている。情

報システム学科では、審議の結果が整理された議事録を更に学内サーバに共有ファイルと

して保存し、専任教員が必要なときにその内容を確認することができる。 
 教授会、学科会とも欠席者は非常に少なく、それぞれの構成員が主体的に運営に参加し

ていることから、教員各自は審議過程、決定内容を充分に把握し理解している。すなわち、
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学部、学科の意思決定に必要な情報が共有されていることになり、これらの組織は、大学

の使命・目的及び学生の要求に対応するために充分に機能していると判断する。 
 
(3) ２－３の改善・向上方策（将来計画） 
 現在、学部、委員会などの学内意思決定機関の組織において大きな改善の必要はないが、

比較的柔軟に対応できる学科内で地道に改善を進める。情報文化学科では、教育目標の改

善及び学生の要求に適正に対応できるよう、担当を決めて具体的に検討していく。情報シ

ステム学科では、学科の意思決定過程においては全員が必要な情報を共有することが重要

であると考え、新任教員でも議事録以外に今まで検討された各種の情報を容易に入手でき

るようにして、速やかに学科の意思決定に参加できるような情報共有環境の実現を試みて

いく。 
 
 
〔基準２の自己評価〕 
 今日、国際化・情報化を担う人材の育成の重要性はますます高くなっていることから、

教育研究の基本的な組織としての本学の学部学科構成については適切であると判断してい

る。学生の入学定員、収容定員、在籍学生数は開学以来増減はなく、専任教員及び CEP
インストラクターも適切な人数を配置している。校地・校舎に関しても、開学以降にキャ

ンパスの追加取得や建物の一部増築が行われたことから、校地・校舎は適切な規模である

と言える。 
 学部として一体化して配置した基礎科目と、国際化と情報化に関わる科目を含む共通科

目を配置することで、情報文化学科と情報システム学科の教育課程に関しては適切な関連

性が維持されている。学部教育にかかわる付属施設である情報センターと国際交流センタ

ーとの連携も、それぞれの運営メンバーである専任教員を通して委員会と教授会、学科会

との間で相互に適切な関連性を保っている。ただし、情報センター・国際交流センターと

もに施設及び設備管理上の必要もあって、学生あるいは教員からみて利用面での柔軟性に

欠ける面もあり、今後の検討が必要である。 
 本学では、教養教育を実施するための特別な委員会あるいは組織は設置していないが、

教養教育として配置した基礎科目と共通科目に関しては、学科会及び教授会で充分に審議

して配置している。基礎科目を担当する非常勤講師の任用、交代に関しても人事委員会と

教授会で人事及び教育内容の妥当性について充分に審議している。 
 また、それぞれの学科で重視している教養科目に関しては、専任教員が直接担当するか、

又は責任者として必ず携わって責任ある運営を行い、きめ細かく継続的な指導を実現して

いる。ただ、新入生の学力低下が懸念される現在、学習レベルを考慮する必要がある対象

が広がり、情報システム学科では、特に基礎科目に配置した数学関係の科目での対応が急

がれている。 
 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織としての協議会、教授会及び 2つの学科会を
定期的に開催することによって、意思決定は遅滞なく適切な時期に各担当組織で行うこと

ができ、全体として円滑な運営が行われている。また、学科の構成員による組織横断的な

活動によって、各種委員会の組織と学科、学部との関係も整備され、学部としての意思決
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定が円滑に行われている。教授会、学科会とも欠席者は非常に少なく、それぞれの構成員

が主体的に運営に参加していることから、教員間に学部、学科の意思決定に必要な情報が

共有されていると考えられ、これらの組織は、大学の使命・目的及び学習者の要求に対応

するために充分に機能していると判断する。 
 
〔基準２の改善・向上方策（将来計画）〕 
 付属施設である情報センター及び国際交流センターとの関連性に関しては、設備管理の

必要性と利用面での柔軟性のバランスを考慮しながら、今後ともより教員、学生の要望に

沿えるよう改善を進める。そのひとつとして、語学学習の支援設備として情報閲覧室（図

書館）内に語学自習室を設けているが、教員から要望が出ているグループ学習のための「語

学センター」を、国際交流センター内に設置可能かどうかについて検討を進めている。 
 教養教育に関する組織上の措置及び運営上の責任体制に関しては、現状体制を維持する

が、それぞれの学科で重視している教養科目の改善に関しては、できるだけ速やかに学科

会で検討していく。情報文化学科では、「基礎演習」の充実と「海外派遣留学制度」での指

導内容の改善に着手し、情報システム学科では、高校での習熟度を見る数学リテラシーチ

ェックの結果を教育方法の改善や教育課程に反映すべく検討を進めている。 
 現在、学部、委員会などの学内意思決定機関の組織においては大きな改善の必要はない。

学科内での地道な改善策として、情報文化学科では、教育目標及び学生の要求に適正に対

応できるよう担当を決めて具体的に検討していく。情報システム学科では、新任教員でも

速やかに学科の意思決定に参加できるような情報共有環境の実現を試みていく。 
 
 
 
 
 
 



新潟国際情報大学 

- 19 - 

基準３．教育課程 
 
３－１．教育目的が教育課程や教育方法等に十分反映されていること。 
≪３－１の視点≫ 
３－１－① 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づき、学部、 
      研究科ごとの教育目的・目標が設定されているか。 
３－１－② 教育目的の達成のために、課程別の教育課程の編成方針が適切に設定されて 
      いるか。 
３－１－③ 教育目的が教育方法等に十分反映されているか。  
 
(1) ３－１の事実の説明（現状） 
 本学は、情報社会を先導し、国・地域・人間の文化を尊重しつつ、国や地域を越えて、

人類の福祉向上に貢献することを大学の基本理念とし、国際化・情報化時代の中で、新潟

県と新潟市が環日本海諸国との交流と歴史の中で培ってきた地理的・文化的特殊性を生か

しながら日本海側の中枢地域、中枢都市として発展していくことに貢献できる人材の育成、

すなわち、国際化・情報化に対応できる人材及び地域文化の向上に寄与する人材の育成と

いう社会的需要に基づいて設置された。この大学の基本理念と社会的需要に基づいて、情

報文化学部は、世界文化としての情報文化の意味を理解し、その創造と発展に貢献するこ

とのできる人材を育成することを教育目的としている。本学部では、この教育目的をより

明確かつ具体化して、２つの学科の教育目的としている。 
 情報文化学科の教育目的は、地域に根ざし、国際化時代に適応した人材の育成にある。

具体的には、北東アジア（ロシア、中国、韓国・朝鮮）やアメリカを含むアジア太平洋地

域をはじめとする世界への理解を深め、日本文化と異文化に対する正しい評価を身につけ

るとともに、国際社会の諸問題や地球的問題群への認識をもって、積極的に国際社会に参

加できる人材を育成することにある。併せて、国際化時代の高度教養教育という観点から、

英語と隣接地域言語の教育を重視するとともに、それに基づいた異文化理解と国際理解を

深めることを目的にしている。 
 情報システム学科の教育目的も同様に、地域に根ざし、情報化社会に適応した人材の育

成にある。具体的には、情報システムの企画・設計・運用に携わり、あるいは情報システ

ムを活用することによって、あり得べき情報社会の建設に貢献できる人材を育成すること

にある。そのためには、情報システムを単にコンピュータを中心にした技術的なシステム

として見なすのではなく、人間活動を含む社会的なシステムであるという捉え方を教育目

標の基軸としている。 
 情報文化学部の教育課程は、世界文化としての情報文化の意味を理解し、その創造と発

展に貢献することのできる人材を育成することを教育目的とし、情報文化学科の国際化教

育と情報システム学科の情報化教育に具現化されている。このように、本学は開学当初か

ら、国際化と情報化は不可分の関係をもって展開していくと見ていたが、今日、両者の関

係はより複雑に絡みながらその進展度合いをますます速めているのは明らかである。この

点を鑑み、学部の編成方針として、国際化教育と情報化教育の関連性を深めて、両学科の

学生とも同じ科目を配置した基礎科目と、国際関連科目と情報関連科目を均等に配置した
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共通科目を履修・修得する教育課程の編成とした。これらを土台として学生は各学科に設

置された専門科目に進み、より高度で専門的な知識や技能を身につけられるようになって

いる。なお、専門科目に関しても他学科の専門科目の履修が認められ、学科ごとに定めら

れた単位数が卒業要件に算入されることから、学生の取り組み次第では他学科における高

度な専門教育も受けられるよう工夫された教育課程となっている。 
 情報文化学科の専門教育においては、地域研究、国際研究及び日本研究にかかわる科目

をバランスよく学べるよう編成している。これらは広い意味での国際研究を通しての高度

教養教育を目指し、ある一国の歴史や文化や政治経済に沈潜することなく広く国際的な諸

分野を学ぶことにより、知的偏りのないバランスある教育課程とした。更に、全体として

学際的、課題型、発展型という 3つの特徴をもつ教育課程の編成方針を設定した。学際的
教育課程では、政治経済などの社会科学を中心にしながら、文化や歴史などの科目を置い

ている。課題型教育課程では、課題発見解決型の教育を目的としてゼミナールが 4年間必
修科目として置かれ、基礎演習での初年次教育から最終的にはゼミナール担当教員の指導

の下に卒業論文を全員が作成することが求められている。発展型教育課程としては、1 年
次、2 年次には専門を学ぶ上で必要な基礎的な科目を多く配置し、学年が進むに従い専門
的、発展的科目を多く配置している。 
 情報システム学科の専門教育においては、まず 5つの分野に区分した情報システム学の
専門科目をバランスよく学ぶことにより、情報システムにかかわる基礎知識の獲得を目指

す。学習期間の後半では、情報システムとその応用分野である 4つの分野の中からひとつ
の分野を選択して、その分野の専門演習と専門科目を主に学ぶ。併せて、3 年次後期から
は、各自が選択した分野に関連する卒業研究を履修し卒業論文を作成することにより、情

報社会の建設に貢献できる人材に必要な総合的で専門的な知識を修得する。また、社会の

要請に着実に応じることができるよう、3 年次前期までは情報処理演習科目と情報システ
ム演習科目を切れ目なく配置して、知識と技術をバランスよく修得できるようにしている。 
 教育方法に関しては、情報文化学科では、教員の指導の下に少人数で学生が主体的に学

べる授業形態を重視し、1 年次の「基礎演習」を含めてゼミナールを 4 年間必修にしてい
る。「CEP(Communicative English Program)」はコミュニケーション手段としての英語
を学ぶために、ネイティブスピーカーである CEPインストラクターが担当して、20人前
後の少人数クラス編成で週 5 回実施している。派遣留学では、海外提携校 4 校に半期（4
ヶ月）留学することによって、語学学習、異文化理解、国際交流、人間的成長を期待する

ことができる。 
 情報システム学科では、1 年次、2 年次の必修科目である「英語」については習熟度別
に 3レベルのクラスを編成し、それぞれのレベル毎に 3人の教員が 3種類の内容を担当し
て、バランス良く英語を学べる体制をとっている。1年次の「基礎演習」は約 16人、2年
次の「情報システム演習」は約 32人、3年次後期からの「卒業研究」では１つの研究室の
学生を 10 人以下に制限して少人数教育で対応している。また、習熟度と内容に応じて学
べるようにするために、6 種類の情報処理演習科目を設定している。更に、これら科目を
前後期いずれでも履修できるように配置し、すべて 40 人以下のクラス編成で開講してい
る。受講に際しては、どのマルチメディア実習室に設置された PCからでも常に同じ個人
環境を利用することができる。 
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(2) ３－１の自己評価 
 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づいて、情報文化学部

と学科の教育目的が明確に定められ、これに沿って情報文化学科及び情報システム学科の

教育課程は適切に設定されていると考える。 
 情報文化学科の専門教育においては、地域研究、国際研究、日本研究の科目群からある

一国の歴史や文化や政治経済に沈潜することなく、広く国際的な諸分野をバランスよく学

ぶことを求める教育課程を編成した。更に全体としては学際的、課題型、発展型という 3
つの特徴をもつ教育課程の編成方針を示すことにより、情報文化学科の教育目的を充分に

達成することができている。ただし、近年の基礎学力と学習意欲の低下という学生の変化

への対応策や学生の自学自習を求めるような教育課程をいかに組み込むかが今後の課題で

ある。更に、外国人留学生の受入れがあれば、国際教育という教育目的にとってより高い

効果が期待できる。 
 情報システム学科の専門教育においても、「情報システム」の基本となる 5 つの分野を
明示し、まずこれらの分野をバランスよく学習して情報システム全体の概念を理解し、そ

の後にそのひとつを自らの専門分野として学習できるように明確に教育課程を編成してい

る。更に、知識だけに偏らないように演習科目を継続開講することで具体的な情報技術を

身に付けられるように教育課程を編成し、情報システム学科の教育目的を充分に達成する

ことができている。ただし、5 分野の中のひとつで情報システムの基礎知識と深く関係す
る数学関連の基礎学力の低下を考慮した教育課程上の対策が急がれる。 
 教育方法に関しては、情報文化学科では「CEP（基礎科目）」、各「地域言語」、「国際ゼ
ミナール」、情報システム学科では「英語（基礎科目）」、各「演習科目」、「卒業研究」にお

いて少人数クラスを編成し、学習効果を上げている。 
 
(3) ３－１の改善・向上方策（将来計画） 
 情報文化学科では、平成 12(2000) 年度の第 1回教育課程の改定において「CEP」を必
修化し、「海外派遣留学制度」を新設することによって国際教育は充実したと考え、全体的

な改善・向上方策は設定していないが、基礎学力と学習意欲の低下に対する教育課程の改

善方策として、補習や導入教育を検討している。 
 情報システム学科では、平成 17(2005)年度の第 2回教育課程の改定において、学科の教
育目標に沿った編成方針を教育方法に反映させるための工夫を実施した。目下その結果を

検証中であり、現時点では大幅な改善・向上策を立てていないが、学科内の教育改善委員

会と学習指導委員会の担当教員を中心に、数学関連科目に関する教育課程の検証や教育方

法の改善・向上策を検討している。 
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３－２．教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されていること。 
≪３－２の視点≫ 
３－２－① 教育課程が体系的に編成され、その内容が適切であるか。   
３－２－② 教育課程の編成方針に即した授業科目、授業の内容となっているか。 
３－２－③ 年間学事予定、授業期間が明示されており、適切に運営されているか。 
３－２－④ 年次別履修科目の上限と進級・卒業・修了要件が適切に定められ、適用され 
      ているか。 
３－２－⑤ 教育・学習結果の評価が適切になされており、その評価の結果が有効に活用 
      されているか。 
３－２－⑥ 教育内容・方法に、特色ある工夫がなされているか。 
３－２－⑦ 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程等において通信教育を行っている 
      場合には、それぞれの添削等による指導を含む印刷教材等による授業、添削 
      等による指導を含む放送授業、面接授業もしくはメディアを利用して行う授 
      業の実施方法が適切に整備されているか。 
 
(1) ３－２の事実の説明（現状） 
 現在の教育課程は平成 17(2005)年 4 月から施行されたものであり、平成 20(2008)年 4
月をもって完成する。本学の教育課程の編成は、両学科とも基礎科目、共通科目、専門科

目に大きく区分され、基本的には、1 年次から 4年次まで段階的に学習を積み上げていく
ような編成となっている。 
 基礎科目は大学生として学ぶべき科目を中心として、講義科目、保健体育、就職関連科

目及び英語（情報文化学科：「CEP」 情報システム学科：「英語」）からなり、英語以外
の科目（講義科目、保健体育、就職関連科目）については、両学科の学生とも自由に科目

を選択し履修できるようになっている。 
 共通科目には、学科の別なく本学部の学生が共通に学ぶべき科目を「国際関連科目」と

「情報関連科目」に分けて重点的に配置している。なお、共通科目はそれぞれの学科ごと

に定められた単位数が卒業要件として算入される。 
 専門科目群には、それぞれの学科の学生が専門分野を学ぶための科目を学科別に配当し

ている。 
 情報文化学科の専門科目の編成に関しては、まず地域言語として「ロシア語」、「中国語」、

「韓国語」、「アメリカ英語」と、これに対応させた形で地域研究を置き、これらを更に深

化・発展させる科目群として日本研究、国際研究を配置し、これに国際英語の上級コース

として「Advanced CEP」が加わる形となっている。（図 3-2-1） 
 情報文化学科の必修科目は、「CEP1・2」、「情報処理演習 1・2」、「基礎演習 1・2」、「国
際研究ゼミナール 1～6」、「卒業論文」と、講義科目として「地域研究概論」が設置されて
いる。また、選択必修科目として、地域言語に対応する形で地域研究科目が配置されてお

り、これは例えば、地域言語として「中国語」を選択した場合、「中国史概説」「現代中国

論」「中国文化論」「日中関係論」が必修となるような構成となっている。なお、情報文化

学科では、学生の科目選択の自由度を高めるために、選択科目に大きな比重を置いている。 
 



新潟国際情報大学 

- 23 - 

   
   
 
 
 
 
 
 
 
          図 3-2-1 情報文化学科の専門分野の編成 
 
 情報システム学科の専門科目の編成に関しては、図 3-2-2 に示す情報システム学の体系
を基盤として、情報技術の進展と企業などの組織体の様々な変化を関連付けて学習できる

ように配置している。すなわち、情報システムの概念的枠組みを明確に捉え、その社会的

側面の考察を深めて、情報システムの企画、開発及び運用・評価に関する実践的な知識・

技術を修得する。 

情報システム
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の社会的環境 

情報システム

の企画 

情報システム

の開発 
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情報処理の技術 

人間の文化と情報 

人間と情報機械

人間の 

コミュニケーション 

                   
          図 3-2-2 情報システム学科が基盤とする情報システム学の体系 
 
 ただし、学部教育の開始時点において、学生がこの体系を自分で理解して学習を進める

のは困難であるので、専門科目を下記の 5つの分野に区分して提示している。  
・「情報とシステム」分野 --- 情報の本質を理解し、情報と人間活動との関係を考え、また 
 シスムとしてのものの捉え方、情報システムを構築する上での問題点を知る。 
・「人間と社会」分野 ---- 情報を知覚し活用する主体である人間、及び情報システムと 
  の関係が深い社会の仕組みについて理解する。 
・「組織と経営」分野 ---- 情報システムが置かれる場である企業などの組織体とその経営 
  上の諸問題について理解できる基礎知識を得る。 
・「コンピュータと通信」分野 ---- コンピュータやネットワークの働きを理解し、それら 
  を使いこなす技術を習得し、またその発展の可能性を認識できる能力を備える。 
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・「論理と数理」分野 ---- 現実世界の複雑な姿をモデル化し、抽象的に問題を捉えて解明 
  し、また計画に役立たせることができる基礎的な能力を養う。 
 更に、学生が自分の専門性を明確に認識できるようにするため、「論理と数理」分野を除

いた 4つの分野のいずれかひとつを自分の専門分野として選択し、取得単位数の条件と配
属される研究室の「卒業研究」によってその専門性をより深めるようにしている。 
 情報システム学科の必修科目として、基礎科目では、国際化に不可欠な「英語」12科目
と「論理と数理」分野の基盤となる 2 科目を、共通科目では、「論理と数理」以外の 4 つ
の分野の基盤となる 8 科目を必修科目として、5つの分野をバランスよく学習するように
している。専門科目においては、演習科目 8科目が必修科目であり、習熟度に合わせた「情
報処理演習」と分野別の「専門演習」を選択必修科目として履修させている。 
 情報文化学部の科目群と配当学年に関しては、原則として履修年次を限定せず、基礎・

共通科目に関しては 1年次から 3年次まで、専門科目に関しては 1年次から 4年次までに
わたって配置している。これにより、いずれの学年においてもそれぞれの科目群をバラン

スよく履修できるよう配慮している。なお、3 年次と 4 年次配当の科目に関しては、情報
文化学科の「国際研究ゼミナール」と「地域言語」、情報システム学科の「専門演習」と「卒

業研究」以外の科目は履修学年を設けず、選択の自由度を高められるようにしている。 
 各授業科目の単位数に関しては、原則として次の基準によって計算している。 
 ・講義：毎週 1時間 15週の授業をもって 1単位。 
 ・ゼミナール関連科目：毎週 1時間 15週の授業をもって 1単位。 
 ・演習・外国語科目・保健体育科目：毎週 2時間 15週の授業をもって 1単位。 
 ・実習：45時間の実習をもって 1単位。 
以上の基準に基づいて施行されている開設単位数、卒業要件単位数を、学科ごとの科目区

分とともに表 3-2-1に示す。 
 
          表 3-2-1  科目区分・単位数と卒業要件単位数 
情報文化学科 

科目区分 科目細区分 開設 
単位数 

卒業要件

単位数 
科目群ごとの卒業要件単位数 

CEP 6 6 基礎科目 
 
 

講義科目 
保健体育 
就職関連 

68 
3 
3 

 
26 

 

32 
 
 

共通科目 
 

国際関連 
情報関連 

22 
30 

14 
6 

20 
 

演習・ゼミ・卒論 26 18 専門科目 
 
 
 
 

地域言語 
地域研究 
日本研究 
国際研究 

80 
72 
10 
54 

12 
10 
4   +16 

14 

58＋16 = 74 
左記専門科目 58 単位の他に地域言語，
地域研究、日本研究、国際研究のいずれ

かの研究科目から更に 16 単位を修得
し、合計 74単位としなければならない。 


